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企業内訓練,調 整 コス ト及び雇用調整.(2)

高.畑 雄 嗣

IIIモ デ ル

3パ ラ メーターの変化

ここで はモデ ル内のパ ラメ.一ターの変化 について見 てい く。特 に注 目す るの

は労働者 のバーゲニングパ ワーを表す β,単 位時 間当た りに生産性 シ.ヨックが

生 じる確率 わ,さ らに解 雇 コス トで あ るTで あ る。 だが,7'は 労 働 市場政策

によ り変化す る ものなので本節では触 れず,次 第で検討 してい く。

まず,四 糊 蝉f婦 間 とす る・利子率 ・}よ⑪・・比 し 余暇 の価値`蝉 純

化のために0と 置 く。1人 当た りの採用 コス ト(CF)は1と す る。 またベース

ウイ ンの値 としてTは1と し,β は0.5と す る。 また,生 産関数 は ノ(τ)=τ+

1と し,訓 練 コス トはC(τ)=0,5r'と ナ る。 シ ョックの分布 関数G(』p)は 一 様

分布 とし,シ ョックの生 じる確率 ∂はベー スラインの値 として0ユ とす る。

まず は じめにバーゲニ ングパ ワー βの変化 につい て.見てい く。

第3表 によると β,す なわ ち労働者 のバ ーゲニングパ ワーの変化 に伴 う失業

率及 び失業期 間の変化 が目立つ。失業期 間はPissarides[1990ユ 等 に もあ るよ

うに1!ワ で定義される。よ って,λ め低下は失業期 間の長期化 と同義であ る。

賃金交渉における労働者のバーゲニングパワーの増加は賃金の上昇をもたら

す。 したがって,企 業にとっては既に雇用 している労働者昏の債主支払いと新

規採用者べの賃金支払いが増加する。すると企業は新規の雇用を行いにくくな

るため,結 果 として失業率が上昇 し,失 業期間も長期化するものと考えられる。

また前編の(ユ7)式,(18)式 よりβの増加は雇用維持の機会費用を上昇させ,
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第3表 β の変 化

τR,λ 駕

β一 〇.2

9=0.5

β一 〇.8

2,320,743,212.26

2,040,781,564.73

2,320,740,808.48

(391)33

.相 対 的 に 麗が ひよりも大 きくなるか らで もあ.る。

βの増加 は企 業 に とって は利 益の減 少 につ なが る。 よ って リザベー シ ョン
`
Rβ を低 下させてよ り長い期間雇用 を維持 しそれ に よって利益 を確 保 しよ うと

す る。 また,そ れに伴 って訓練 τが大 き くなる。

しか し βが減少す る場合で も,増 加す る場合 と変化 の大 きさが同 じな らぼ,

.企 業及 び労働者に とって,訓 練実施 に伴 うコス ト負担 と受益 の比 は変化 しない。

したが って τとRFはa=o.2の ケー スにおいて もβ=0.8の ケ ースで等 しく

なってい る。但 し,企 業 に とって は βの増 加 はネ ッ トの利益が減少す るこ と

を意味す る。 よって採 用を控 えるので先 に触れ たように失業期間 と失業率 は共

に上昇す る。

日本,ア メ リカ,ヨ ー ロ ッパ各 国の労働者 の交渉力 について考 えてみる と日

本 の場合 は他 に比べて企業 と労働 考は協調 的で あることが よ く声われてい るρ

そのた めに失業率は ヨー ロ ッパ各国よ りも偉 くなってい ると考 えられ る。また,

ア メリカの場.合も ヨー ロ ッパほ どには労働組合 の交渉力が強 くない こと,あ る

いは組織率 自体が低い ことが近年の失 業率 の低下 の「因だ と考 えられ る。 日本

におい て も近年,労 働組合の組織 率は低下 し続 けている。 よって,今 後は本稿

のモデルで示唆 され るような失業は減少す る可能性があ る。他 にも労働者 の交

渉力 は労働 組合 間,企 業間,労 働 者 と企業 間の.co-ordinationの 在 り方,あ る

いはcentralizedbarganingかdecentralizedbarganingで あ るか に よって も変

化 しうる。例 えばW・ordinationに つ いては労働組合 間で 共通 の賃金要求 を行

う,あ るい はLayard,Nickelland.Jackman[1991]で 触 れて いる よ うに ドイ

ツではある産業 にお ける労使間の合意が他 の産 業に も波及す るとい った効 果が
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第4表 西の変 化

τRFλ π

b;0.05

西=Qユ0

西=0.15

ゐ=0.20

2,100,871,662.57

2,040,781.56.73

1,990,681,486.45

1,940,591,417.77

あ る。 また同様 にcentralizedbarganingに お いては交渉が 失敗 し解 雇 され る

場合,新 たに職 を見つ けるこ と.が困難 にな ると予想 され るため に労働者の賃 上.

げ 要求が弱 まる ことも指摘 されてい る。 これ らの制度 的側面 とそれ に伴 うバー

ゲニングパ ワーゐ程 度は各 国において様 々であ り,こ の ことが失業や失業期間

に影響 を与 えてい る一因であろ う。.

次 に生産性 シ ョックが生 じる確率 の変化 について見てい く。

第4表 によれば う,す なわち単位 時間当た りに生産性 シ ョックが 生 じる確率

が大 きくな ると失業期.間の長期化,失 業 率の上昇 を もた らす。 これは うが 上

昇す る と職 の無 くな る確率が高 ま り,π と比 較 して相対 的 に 〃の創出が減 少

す るためである。また,リ ザベーシ ョンの水準 は下が っているが,こ れ は高い

確率で生産性 シ ョックが生 じる と募集費 を充分 に回収 しきれないため解雇 を控

え るか らだ と推察 され る。 そのため,こ こで も βの変化の ところで見た よ う

な失業期 間の長期化 はアウ トサイ ダーである求職者 にとって不利 にな り,か つ

一度失業す る と再就職が難 しくな る。 したがって何 らか の労働市場政策,そ れ

もアウ トサ イダーの利益 となる労働市場政策が望まれる.ことになる。

また シ 旨ックの生 じる確率が大 き くなると(17)式,(18)式 か ら雇用維持 のオ

プ シ ョンバ11ユ ーが雇用 維持の機会 費用 よ りも大 き くなるのでjobdestruc-

tionconditonが 成 立 しな くなる。 したが って訓練 τが減少 す るか,リ ザ ベー

ションが下が る必要があ る。そのために,τ が減少 している。

ところで,仮 に異 なる国がそれぞれ 同 じ確率で生産性 ショックを経 験する こ

とになればその際 は労働 市場 の柔軟性 に欠け る国,す なわ ち自発的失業,非 自
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発 的失業 に関わ らず一旦失業す ると再就職 しに くい経済的 ・制度 的環境 にあ る

国の方が よ り失業の長期化 が進 む可 能性があ る。現在の ア.メリカとヨー ロ ッパ

各国 あるい は日本の労働市場 の現状 はこのこ とに原 因の一つ がある と考えられ

る。現在 ヨ・一ロ ッパ各国において積極的労働市場 政策の必 要性が 主張 され てい

るの はこの ような背景 があるか らであ り,こ の点 日本 も例外で はないだ ろ う。

IV労 働市場政策

先に述べたように労働市場政策は積極的労働市場政策 と消極的労働市場政策

に大別され,近 年は消極的労働市場政策がもたらすマイナスの効果が主たる関

心事である。さらには前節で見たように労働者のバーゲニングパワーの増加と

生産性ショックの上昇は失業率 と失業期間を共に高めてしまう。よって賃金交

渉の制度変更 〔つま りco-ordinationの 在 り方やcentralizedbarganingかde-

centralizedbarganingか の選択)以 外の方法で失業率と失業期間の改善を行う

ならば何 らかの政策が必要 となる。また先に触れたように消極的労働市場政策

は既存の被雇用者の雇用保護をその日的の ・つ とするものであ り,求 職者の再

就職支援 という観点は薄いので,む しろ失業率の上昇や失業期間の上昇につな

がるとの指摘 もなされている。そこでまず積極的労働市場政策と消極的労働市

場政策の長所及び短所を検討 し問題点を明確にした上で以下の考察を進めてい

きたい。

まず本稿で検討する雇用保護政策が支持される理由はC)ECD[1994]に も提

示されているように雇用の確保は直接的に労働者の利益になるか らである。ま

た雇用の維持は企業にとっては訓練コストの回収がしゃすくなりその結果,企

業内訓練の充実につながる。さらに失業は政策の実施(失 業保険の給付等)あ

るいは労働者の知識 ・技術の喪失と言う形での社会的コス トを発生させるが,

これらを.予防することができる。また,雇 用保護は労働者の所得を保障するこ

とで景気変動Q際 にも労働者の購買力の大幅な低下を防ぎ,経 済の安定化に寄.

与 しうる。
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一方,雇 用保護政策は支持で きないとする理由については雇用保護政策は実.

際には中小の企業,あ るいは転職率の高い産業部門では充分な効果を ヒげてい

ないとの指摘がある。さらには雇用保護に伴 う訓練増加は新規採用の必要性を

小さ くする。あるいは雇用保護の充実が一方で定期雇用契約の増加を伴 えば,

かえってマクロ経済の不安定化につながる可能性が指摘されている。このよう

に雇用保護政策の効果には異なる見解があ り,簡 単に結論を導 き出すことはで.

きない。

.また,積 極的労働市場政策については構造的 ・摩擦的失業を軽減させ.失 業

率 ・失業期間の低下を屯たらすだけでなく所得格差の是正,産 業構造の変化へ

の対応 とそれに伴う労働移動を容易にするという点で効率性と,公 平性を両立

させ うるため,各 国において重視されてきている。

以上のような背景から労働市場政策は理論的 ・実証的研究が多 くなされてき

た。そこで以下では実証研究の結果をい くつか概観 しその後に本稿のモデルの

結果を見ていく。そして先行研究 との類似点..あ るいは相違点を比較 しつつ今

後の労働市場政策の在 り方について検討 していきたい。

まず消極 的労働市場政策 に関す る実証研 究に関 して見てい く。Bert。ln

[1990]で は雇用保護政策は失業率に対する影響 は持たず,雇 用の安定化をも

た らナ ことが示 され てい る.一 方,Lazear[1990]は 退 職金給付 の水準が高 く

な ると失業率の水準が高 くなる としている。OECD[1993]で は長期(p失 業 率

に影響 を与 える としてお り,ま た,OECD[1994]で は雇用保護政 策 と雇 用量

の負の相関関係 を示 してい る。Nickell[1997]で は 失業には影響を与えない も

のの,雇 用は減 少す る としている。だが,短 期 及び長期 の失業率 に対す る効果

は大 き くはない と結論付 けてい る。 またBertolaandRogerson[1996]で は 雇

用保護政策 は失業 プールへの流人及 び失業 プー ルか らの流 出が共 に減少す るこ

とが示 され てお り,政 策の雇 用調整へ の影響,あ るいは失 業の長期化 を もた ら

す 可能性を示唆 してい る。OECD[1999]で は雇 用保護政策 を従来 よ りも包括

的に捉 えた上で その効果 を検討 してい る。そ こで は失業 の大 きさ自体 には影響
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は少ないが,失 業者の内に若年層の占める割合が大きくなる可能性を示 してい.

る1)。以上のように雇用保護政策が失業や雇用量に与える影響 については若干

の相違点がある。

次に積極 的労働市場政策が もた らす効果の実証研究について見てい く。

Layard,NickellandJackman[1991]で は積極的労働市場政策への支出が失業

に与える効果を推定しており,そ れによると積極的労働市場政策 と失業 との間

にはっ.きりとした負の関係があるとは言いにくい。一方,.OECD[1993ユ では

フランスとスペインの実施例を基にして積極的労働市場政策が長期の失業率を

低下させる効果を持つことを示 している。さらにマクロレベルでは賃金 ヒ昇圧

力を緩和させることで労働需要を増加させることを示 している。またミクロレ

ベルでも積極的労働市場政策の効果は認められ,か つその効果は政策実施の対

象となる層を特定 し,そ め層に合った政策を行うことでよりよい成果が上げら

れると述べている。

ここまでで述べてきたように積極的労働市場政策についてはほぼ肯定的な見

解が成 り立つ.ようであるが,消 極的労働市場政策についてははっきりと結論付

けるは困難である。そこで本稿では消極的労働市場政策のみを行う場合と積極

的労働.市場政策 と消極的労働市場政策を共に行 った場合 とに分けて政策効果を

検討する。それによって,消 極的労働市場政策では達成が難 しい政策目標を積

極的労働市場政策を壱用いることで達成可能 となるか どうか も見てい く。

まず最初に消極的労働市場政策,特 に雇用保護政策のみを行った場合を考え

る。Tが 変化 したときの効果は第5表 に示されている。

第5表 によると解雇 コストTの 増加はリザベーションの水準が低下するこ

とが見て取れる。つまり解雇に要するコス トが多くかかると生産性 ショックが

生じても解雇を見合わせるようになり,雇 用保護政策の効果が生 じ,失 業率 も

1)ア メ リカにおいて若年層は労働移 動が頻繁であ るというパ ターンは"1'opelandWard[19921で

詳 しい実証分析がな されている。一 方日本で はまだ アメ リカほ どではないにぜ よ若年層 の自発 的

失業 も増加傾向 にあ り,彼 らの再就 職を支援す る対策が今後必要 になろ う。
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第5表 丁 の変 化

τ 尺F.λ μ

T=0.50

r=1.00

r=1.50

T=2.00

1,850,801,534.97

2.α40,178.564.73

2,22⑪,761,594.53

2,390,741,624.35

低 下する2,。 さらに失業期 間 も低下す ることが分 かる。 しか し解雇 コス トの増

加 は先 に触れた ようにあ くまでイ ンサイダーの雇用維持 にとって有効 な政策で

あ り失業率の低下 もそめ現れであるが,失 業期 間は.1二昇 しアウ トサ イダーは雇

用 され に くい とい う側面 が生 じる可 能性 は理 論.E,否 定 で きない。つ ま り7

が 解雇 を抑制 す る効果 を同 じく.Tに よる新規採用 を控 える とい う効 果が上 回

れば,相 対 的に りよ りも 解が大 き くな りそあ結果,失 業期 間 も長 くなる。 こ

の点 に関 して はLindbeckandSnower[1988」 で も触れ られてい るように解雇

コス ト(及 び採用 コス ト,訓 練 コス ト)が イ ンサ イダー とデウ トサ イダーの区

別 を明確 に し,ア ウ トサイ ダーが雇用 され に くい状況 を作 る..一因 とな っている。

つ ま り,解 雇 コス トは労働 者の賃金 を引き下 げることでその全てを労働者 に負

担 させ.る事 はで きず,企 業に解雇 を抑制 させ る効果があ る。 さらには前編 第皿

節 の(13)式 に見 られ るように一旦雇用 された者 の賃金 は解雇 コス トがあ る分 だ

け上昇す る。一方,新 たに採用される者 の賃金で ある(11)式 を見 ると解雇 コス

トや訓練 コス トがあ る分だ け賃金は相対 的に低 い。 に もかかわ らず,企 業 とし

ては既存 の労働者 を解雇 し,新 たに採用 を行 うこ とは解雇 コス トと訓練 コス ト

そ して採用 コス トの負担を意味す るために新規採用 のイ ンセンティブが小さ く

な る。 よって,解 雇 コス トを増加させる ことでは失業期 間の短縮 は必ず しも可

2)解 雇に要する企業負担は多くの実証研究においては消極的労働市場政策の水準を示す指標とし

て国別に示されている。例えばBertola[1990コやOECD[1993],[1999},Scarpetta[1996]等

である.ま た,BentohbandBerしola[1四 〇1ではヨーロッパの主要国について労働者が不当解.

雇だとして訴訟する確皐.不 当解雇だという判決がトる確率,裁 判に要する費凧.労 働者への補

償金支払い,退 職金.支払い等から解雇コストを計算している。本稿では簡単化のためにべースラ.

インを7=1と して解雇コストがもたらす効果の相対的な変化についてのみ述べている。
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能 と は言 えない。

さ らに言えば前編第 皿節 で見た よ うに労働 者 のバーゲ ニングパ ワー βが大.

きい場合 は賃金が上昇す る結果,失 業率 と失業期間の上昇を もた らすが雇用保

護政策で は失業率を低下 させ る効果 しかな く,な おかつその効果 も限られた も

ので ある可能性 があ る。以上 のよ うなことが現在多 くの国々で消極 的労働市場

政策 の代わ りに積極 的労働市場政策 を活用 しようとする理由 とな っていると思

われ る。

先 に述べた ように日本 は アメ リカに比べ ると失業期間が長 く,ま たその期 間

も上昇傾向 にあ る。よ って今後 は長期の失業をで きるだけ減 らし,産 業構造 の

変化が もた らす労働移動 を円滑 に進め るため には雇用保 護政策の.利用 だけで は

充分 とば言 えないだ ろ.う。 したが って,新 規採用者 を増加 させ るには ワー ク

シェア リング等 の方法 も考慮すべ きであろ う。 または賃金交 渉の在 り方 を制度

的な面 か ら見直 して(CU・ordinationやbargainingの 方 法 の変更 によって)賃

金 カ ットを行いやす くす る ことも考 え.られ る。 また,就 職が難 しい高齢者,未

熟練 ・低学歴の労働者,女 性等 は若年,壮 年層 に比べる と失 業期 間が長 くなる

ロf能性が高いので これ らの層 に対 して は積極的労働 市場 政策 がよ り必要で ある

だろ う。

また,訓 練 に関 しては消極 的労働市場政策を支持する理由の一つ として挙 げ

られ たよ うに解雇 コス トの上昇 に伴い増加す ると言 うプラスの側面 があること

が分か る。 よって,上 で述べ たよ うに今後 は積極的労働.市場 政策に重点 を置 く

場合 は,訓 練 コス トの補助 を行 うことで就職の際 に不利 な状 況にある層で も雇

用 されやす くなるようにす ると同時 に訓練の水準を高め ることが考'えられ る。

次 に積極的労働市場 政策 として訓練 コス トに対す る定率の補助 金給付 を考 え

る3〕。 ここで αが企業 ・労働者 が負担す.る比 率で あ り,1一 σが 政策 によって

3)訓 練 コス トへ の補助 は国の財政負担で行 うと仮 定す る.あ るいは解雇 コス トrに 解雇に吋ず

る税 とい う性格を持 たせ た場合は政府が解雇 に際 して税を徴収 し,訓 練 に際 して は訓練 コ3ト へ

の補助の一部を徴収 した税を用 いて行 うことが考え られ る。



40〔398} 第167巻 筆4号

第6表 定率補助による τの変化

'τ

α=0.25a=0,5a=0.75

T=0.50

T=1.ひo

T=1.50

1L2.oo

5,553,252.35

5.,913,522.57

6,253,772.78

6,574,012.97

補助.され る割合である。以下ではこの積極的労働市場政策 と先に検討 したT

による雇用保護政策との組み合わせの効果を見ていく。.まず,訓 練の水準 に関

して検討する。

第6表 によると塞ず割線の水準は企業 ・労働者 自らの負担が小さくなるほど

高 く.なることと訓練コス.トへめ補助.がない場合よりも,つ まり第5表 の場合よ

りも高 くなる.ことが見て取れる。よって,訓 練の水準の上昇6:技 術革新による

知識 ・技術の陳腐化を防止 し,生 産性を高めるが可能となる。 この事は今後一

層,情 報通信技術等の発達が進み,そ の事への対応が必要となる産業部門にお

いて有効な政策だろう。また雇用拡大の効果に関して言えば,雇 用されにくい

求職者(高 齢者,低 学歴 ・未熟練労働者など)に とって特に有効な政策 と言え

るだろうし,技 術革新のスピー ドの速い産業における雇用拡大にも有効である。

よって,労 働移動を従来よりも円滑に行うことができる.ため柔軟な労働市場の

形成につながる。もちろん訓練コス トへの補助は財政的な負担を必要 とする。

しか し訓練コス トへの補助が行われない場合は失業保険給付,ス キルの喪失 ・

不足あるいは技術進歩による陳腐化による生産性の低下 ・国際競争力の低下を

社会的コス トとして生 じさせる。あるいは今後の労働力不足に関して言えばよ

わ多.くの高齢者や女性が職に就けることが重要になってくる。 したがって,以

上のような効果は長期的なものではあるがその効果を期待できるならば財政負

担を行う理由の一つとなるだろう。これらの点に関しては労働市場政策をより

包括的に捉えた実証分析によってその費用と効果を検討することが必要であろ
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第7表 定 率補 助 に よ る κ の変 化

鐸

θ=0.25a=o.5a=0.75

7』0.50

1一1.00

T=1.50

1ヒ2.〔}0

3,454,裂74.63

3,344,014.43

3,243,864.25

3,153,744.10

(399)41

うしそれは政策の指針を決定するためにも重要であろう。

次に失業率に関して見てい く。

第7表 によると企業 ・労働者による訓練コス トの負担割合が減少するにつれ

て失業率 も低下 していることが分かる。さらに第5表 の様に雇用保護政策のみ

を実施 した場合 と比較 しても失業率は低下 している。これらの事は次に述べる

失業期間の変化 とあわせて訓練 コス トへの補助がアウ トサイダーである失業者

の雇用拡大に寄与 している結果 と見 ることができる。 したがって,訓 練コス ト

への補助は労働市場の効率化 とアウトサイダーの雇用確保 ・所得獲得による公

平性を同時に達成することがで きるものであ り,そ のために近年積極的労働市

場政策が求められている。日本は現在失業期間がアメリカよ りも長くかつその

期間も上昇傾向にある。さらに今後は労働力の高齢化や女性の社会進出がこれ

まで以.ヒに進むと予想されるが,こ れらの層は就職に関しては不利な状況に置

かれている。このような日本の現状を考慮すると労働市場政策の主軸を積極的

労働市場政策の方に移す ことを考慮せねばならないだろう。

λの変化 は次の第8表 に示されている。なお先に述べたように失業期間は

1!qで あり,職 が見つかる確率が λである。

第8表 からは新規採用が促されるために,企 業 ・労働者の負担が軽減される

につれて失業期間が短 くなることが分かる。また雇用保護政策のみを行った場

合と比べても失業期間は短 くなっている。よって先に失業率の変化に関して述

べたように労働移動をより円滑に行えるようにな り,な おかつ失業率自体も低
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第8表 定率補助によるλの変化

λ

O=O.25a=〔},5α=0.75

T=a.50

τ=1.00

T=L5D

T=2,00

2,371,871.66

2,431,931.70

2,471,971.74

2,522,011.77

下す ることか ら効率性 と公平性を同時に満たすことが可能になる。積極的労働

市場政策の長所はここで も現れている。

本節で得られた結果か ら言えることは積極的労働市場政策 ここでは訓練コ

ス トへの補助が柔軟な労働市場め形成につなが り,そ れによって失業率 と失業

期間の低下が もたらされることである。失業率の低下ということだけならば消

極的労働市場政策で も達成されるが失業期間の長期化を招 く可能性があること

は先に見た通 りである。 とすれば消極的労働市場政策だけでは長期失業者を減

少させるためには不.卜分であるし,産 業構造の変化にも十分に対応 しきれない

可能性がある。また,訓 練に関しても消極的労働市場政策を行 うことでその水

準を上昇させることはできるが,そ のことは訓練 コス.トへの補助を行 うことで

も可能である。以上のことか ら考えると消極的労働市場政策だけでなく積極的

労働市場政策の充実を考えるべきだろう。だが消極的労働市場政策による確雇

用者の雇用維持の効果自体は必ずしも全て否定されるものではない し,労 働者

の権利を守るためにはむしろ必要な政策である。したが って,イ ンサイダーの

雇用維持とアウトサイダーの雇用拡大を行うためには本稿で述べた解雇コスト

の増大浮 けでな くワー クシェア リ.ング等 も検討すべ きであ るし,そ れ と同時 に

訓練 コス トへの補助等の積極 的労働市場政策 も取 り入れて行 かねばな らない。

あるい は賃金交渉の制度的側 面に注 目す.る と,例 えば過度 に高い賃金 を要求 し

ない ようなCO-ordinationを 行 うことで賃金上昇圧力 を抑 え雇 用拡大 を図る等

の方法 が考 え られ る。
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本 稿 で取 り上げた経済状況 は既 に述べて きた ように失業率 ・失業期 間の上昇,

今 後の産業構 造の転換 が もた らす労働移動の増加 とよ り高度の知識 ・技術 の取

得 の必要性 とい うことであ った。 そ してそれ らは どの ような要因によって変化

す るのか,あ るいは現状 を改善す るため にどうい う政策を採 るのか とい うこ と

が 関心事で あった。

失業率,失 業期 間,訓 練 に影響 を与 える もの として本稿 では労働 者のバーゲ

ニ ングパ ワーと生産性 シ ョックを考 えた。 これ ら2つ のパ ラメー ターに注 口 し

た理 由は次 の通 りであ る。 まず労働者 のバー ゲニ ングパ ワーについて言 えばそ

の変化 は賃金の変化 を通 じて雇用 に影響.を与 え うるか らであ り,な おかつバー

ゲニ ングパ ワーの大 きさは賃 金交渉 の在 り方,さ らに言えば賃金交 渉がcen・

tralizedbarganingで 行 われ るかdecentralizedbarganingに よ って行われ るか

によって変化す ることとco-ordinationに よ って も変化 しうるか らで ある%そ

.して これ らの制度..Lの 国 際間の相違 はそのまま雇用状況の相違を生み出す一.・因

..で あ り,各 国毎 に失業率や失業期 間が どうして異 なるのかを説明す る一つの方

法 とな りうるか らであ る。 また生産性 ショ ックについて言えば,.そ れは労働 需

要を減少 させ失業率 ・失業期間の上昇 を招 くと考 え られ ることか ら,雇 用に与

え る影響 を説明す る要素 と して考慮 した。

労働者 のバ〒ゲニ ングパ ワー,生 産性 シ ョックの生 じる確率は共に失業率 と

失業期 間の上昇 を招 くことが認 め られた。 この ことによ り各国 において失業率

と失業期 間に違いが あ る原.因の ・つ は労働 者 のバーゲニ ングパ ワーや生産性

4)co・ordinadonに 関 して は,例 え ば 労 使 間 で 争 点 と な る賃 金水 準 の 範 囲 を 事前 に 決 め て お け ば

過 度 に高 い 賃 金 を労 働.者 が 求 め る こ とは な くな る ため 雇 用 拡 大 につ な が る可 能性 が あ る.あ る い

は 企業 主 導 のc。.o・din紅ti。nに よ って 同 様 の 効 果 を期 待 す る こ とが で き る。 一 方,バ ー ゲ ニ ング

の 方 法 に 関 して はfullycentralizedbarganingあ る い はfu■lydecentralized6argaoiugは 雇 用 拡

.大 の効 果 が あ るが そ れ らの 折衷 タ.イブ へ の移 行 はむ しろ雇 用 減 少 につ な が る と示 唆 され て い る、

以 上 の 点 に つ い て はLayard,NickellandJackman[且991},Scarpetta[1996」,Nickel][1997]

で 理 論 的,実 証 的 研 究 が.な さ れ て い る 。
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..シ ョ ックにある こと,あ るいは生産性 シ ョック.自体 は.各国で共通で あ って も

バーゲニ ングパ ワーの:大小や賃金交渉の制度的側面 にも依存す ることが示唆 さ

れた』さ らには一国内 において も産業毎に.バーゲニ ングパワーや生産性 シ ョッ

クの生 じる確率 が異 なれ ば産業間での失業率な どに違いが出て くると考 えられ

る。 したが って,各 国毎 の労働市場の現状 に応 じて採るべ き政策 は異 なるであ

ろ うし,あ るい は産業間で も異 なる対応 をす ることも考 えられ る。

ところで,賃 金交渉 の制度的側面が持つ効果 を無視す ることはで きないが本

.稿 で は簡単化 のためにそれ らの違い を具体 的にモデルに取 り入れ ることはせず.

に労働者 のバーゲニ ングパ ワー βの変化 に現れ る もの と解 した。 しか しScar-

petta[1996],Nicken[1997]の 実 証分析 で も述べ られ てい るよ うにcentral・

izedbarganingとdecentralizedbarganingの 違 いやCO-ordinationの 内 容 が雇

用に与 える影響 は小 さ くないので今後 は これ ら.の違い も考慮 したモデルや実証.

分析 が一層重 要になるであ ろう。 また実際に政策 的措置が執 られ るとすれば次

の ような ことが考 えられる。雇用状況の改善のためには労働者 のバ ーゲニ とグ

パ ワー を下げ ることが}つ の方法で ある。 したが って労働 組合 の組緯率が低下

すれば よいが政策的に組織 率を決定す ることばで きない。 よって他 の方法 とし

ては労働者のバー ゲニ ングパ ワーや組織率 自体 は変化 させず とも雇用拡 大が実

現 で きるよ うなCO-ordinati。nを 行 うことが挙 げ られ る。 この場合 にば7・部 の

企 業 ・労働者が高 い賃金 を設定 しないよ うに国 レベ ルで のco-ordinationが 必

.要 とな るか もしれ ない。 またdecentralizedbarganingか らfullycentralized

b。rg。面。g(も し くはf・llydecentrali・edberg・ ㎡・g>へ の 移行 によって雇用 を

増やす ことも考 えられ るが この方法 は小 さな国で は可能であろ う。

労働 市場政策 について は消極 的労働市場政策(本 稿 で は雇用保護政策)と 積

極 的労働市場政 策(本 稿で は訓練 コス トへの補助)に 大別 した。本稿での結果

か らは雇用保護 政策は失業率失業期間め低下を も.たらす ものの.理 論的 には失

業期間の長期化 につ なが りインサ イダーとアヴ トサ イダーの間の公平性の問題

が生 じる可能性 があ る。そのために雇用保護 政策だ けでな く,積 極 的労働市場
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政 策(訓 練 コス トへ の補助)も 必要 とな ることが示唆 され る。訓練 コス トへの

補助を行 った場合 は失業率 の低下だ けでな く失業期 間 も短縮 され るこ とが確認

で きた。さ らに訓練 の水準 も雇用保 護政策のみの場合 よ りも増加 してお り積極

的労働 市場 政策の有効性が確認 された。

しか し積極 的労働市場政策 は全ての人に同様 に行 うよ りも,政 策対象 とな る

層 を明確 に し,彼 らにあ った政策 を実施す る方が よ りよい効果 を上げ ると考え

られ る。例 えば失業す る以前 に属 していた企業で は情報通 信技術の発達に対 応

.した訓練 を受 けなか った 中高年層 に対す る補助 を行 う。あ るいは女性は男性 に

比 べて訓練 の水準が低い傾 向 にあ り,か つ出産 ・育児 に伴 うブランクがあるた

め にスキルの喪失が男性 よ りも大 きいか も しれ ない。 さ らに,Abrahamand

Houseman[1989]で は アメ リカ と比 べ ると 日本 において は雇用 調整の際,女

性が そ'の対象 とな りや すい ことが示 されてい る。 よって,女 性 に対 する補助 を

積極的 に行 うこ とが考 えられ る。 またTakiandTachibanaki[1995]や 楠 木 ・

長谷川 ・田 中[1997]に よ る と日本 においては転職する際に以前 の企業 よ.りも

小規模 の企業 に移 る割合が高い。 さらにGenda[1998]に よ る と新 たな雇用 の

創出及 び減少は中小企業 におい て多 く発生 してい る。また,中 小 の企業で は大

企業 よ りも訓練 の水準が低 い傾向 にあ るたあ大企 業か ら中小企業へ転職す る者

への補助 も有効 だろ う。

積 極的労働市場政策 について は本稿では雇 用 コス トへの補助 に関 してのみ言

及 した。 だが ごめ他 に も雇用促進に寄与する政策が採 られ るべ きで ある。例 え

ば,公 共職業安定機関の機能を充実させ求職者が よ り多 くの情報 を得 られ るよ

うにし,な おかつ職員 との綿密な連絡を継続 させ るこ とで よ り早 く適す る職 に

就 くことがで きるよ うにす ることも必 要 となる。あるいは アメ リカで のOne・

stop.CareerCenterの よ うに求職者 ・企業 に対 して雇用,訓 練 に関す る様 々な

情報やサ ー ビスを総合的に提供する事 も考 えられ る。 さらには有料 職業 紹.介事

業,労 働者派遣事業が効果的な役割 を果 たせ るような法整備 も必要 とな る。

これ らの他 に直接的に労働市場 政策 とは言 えな くとも新規の事業展 開への適
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切な補助も雇用創出には有効な手段である。そのためには新たな事業に進出し

やすくするための各種の規制緩和の実施 資金調達の便宜を図るなどの対策が

求められる。こうした政策は雇用創出が盛んに行われるものの大企業よりも資

金調達や人材確保の点で不利な立場にある中小企業にとって有効であろうし,

また潜在的な雇用創出効果を持つベンチャー企業への支援 も今後一層重視され.

るべきである。

訓練に関して言えば,企 業 ・労働者が実際に実施する場合,従 来日本におい

ては主にOJTに よって行われることが多かった。 しか し今後はOJTだ けで

はなく公共職業能力開発施設,大 学などにおけるOff-JTに よってOJTで は

習得 しにくい知識 ・技術を身につけることも重要であり,企 業 もその必要性 を

認識 している。 このOff-JTに は単にOJTを 補完するものではなく,公 共職

業能力開発施設等が企業のニーズを取 り入れつつ技術革新に対応 しうるもので

なくてはならず,い っそうの柔.軟な対応が望まれる。

本稿では積極的労働市場政策が有用であるとの結論を得たが,そ れは必ずし

も消極的労働市場政策を否定するものではない。労働者の生活を保障し,か つ

企業 との関係において不利な立場に置かれないようにするためには必要な政策

である。労働市場の現状を注章深 く観察し,適 切な政策を行 うことが重要であ

り,そ れによって労働者の生活の安定と労働市場の効率化を図るべきであろう。

そしてそのためにも労働市場政策全体を包括的に捉えた上でそれらの効果を検

討する実証分析が実際の政策決定には蟻要である。
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